
１．２００６年３月中間期の業績（２００５年４月１日～２００５年９月３０日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  32円 45銭 （注③） 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績

等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

 (注)①２００５年１１月１８日付で株式分割（１株につき２株の割合で分割）を実施いたします。 

②１株当たり年間配当金については、２００５年３月期末の株式数に換算して考えますと、前期２４円に対して３２円と実質８円増配とな 

 ります。 

③１株当たり予想当期純利益の算定にあたっては、２００５年５月２０日付、２００５年１１月１８日付の２回の株式分割後の株式数 

  （53,930,284株）で算出しております。 

２００６年３月期 個別中間財務諸表の概要 ２００５年１１月１７日

上場会社名 株式会社ゼンショー 上場取引所 東 

コード番号 7550 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.zensho.com/) 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 小川 賢太郎 

問合せ先責任者 役職名 取締役グル-プ管理本部長 氏名 本田 豊 ＴＥＬ （０３）５７８３－８８５０ 

決算取締役会開催日 ２００５年１１月１７日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 ２００５年１２月 ６日 単元株制度採用の有無 有（1単元100株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２００５年９月中間期 31,499 26.0 2,373 582.7 2,380 591.9 

２００４年９月中間期 24,995 17.8 347 △72.8 344 △73.6 

２００５年３月期 53,737   1,460   1,395  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

２００５年９月中間期 782 365.5 29 00 

２００４年９月中間期 168 △73.6 12 46 

２００５年３月期 655   48 59 

（注）①期中平均株式数 2005年9月中間期 26,965,142株   2004年9月中間期 13,482,657株 2005年3月期 13,482,630株

②会計処理の方法の変更    有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

④２００５年５月２０日付で株式分割（１株につき２株の割合で分割）を実施しております。 

⑤１株当たり中間（当期）純利益の算定にあたっては、期中平均株式数を用いております。 

 なお、期中平均株式数については、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

(2）配当状況   

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

  円 銭 円 銭

２００５年９月中間期 8 00     ――――――  

２００４年９月中間期 12 00     ――――――  

２００５年３月期     ―――――― 24 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

２００５年９月中間期 54,404 10,753 19.8 398 80 

２００４年９月中間期 48,651 9,804 20.2 727 20 

２００５年３月期 50,878 10,132 19.9 751 50 

(注)①期末発行済株式数 2005年9月中間期 26,965,142株 2004年9月中間期 13,482,620株 2005年3月期 13,482,571株

②期末自己株式数 2005年9月中間期 41,458株 2004年9月中間期 20,680株 2005年3月期 20,729株

２．２００６年３月期の業績予想（２００５年４月１日～２００６年３月３１日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期末  

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭

通 期 66,092   4,700   1,750   4 00 (注②)12 00 
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５．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※２ 8,205     3,343     3,486     

２．売掛金   1,236     1,597     1,471     

３．たな卸資産   328     427     327     

４．繰延税金資産   119     215     161   
  

５．繰延ヘッジ損失   2,735     561     4,693   

６．その他   2,004     6,202     3,246     

貸倒引当金   －     －     －     

流動資産合計     14,629 30.1   12,347 22.7   13,387 26.3 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1)建物 ※２ 6,091     6,401     6,215     

(2)構築物   824     1,019     817     

(3)土地 ※２ 2,581     2,475     2,581     

(4)その他   1,395     1,941     1,567     

計   10,893     11,837     11,181     

２．無形固定資産   244     263     259     

３．投資その他の資
産 

                    

(1)投資有価証券   68     73     72     

(2)関係会社株式 
※２ 
※５ 

10,969     13,871     13,213     

(3)差入保証金 ※２ 3,909     4,083     3,761     

(4)長期前払家賃   3,542     3,656     3,196     

(5)関係会社長期
貸付金 

  3,839     7,263     5,206     

(6)繰延税金資産   51     423     53     

(7)その他   503     583     546     

計   22,883     29,956     26,049     

固定資産合計     34,022 69.9   42,057 77.3   37,490 73.7 

資産合計     48,651 100.0   54,404 100.0   50,878 100.0 
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前中間会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金   2,328     2,552     2,413     

２．短期借入金 ※２ 300     1,543     2,300     

３．一年以内返済予
定の長期借入金 

※２ 10,533     10,469     10,760     

４．一年以内償還予
定の社債 

  200     400     400     

５．未払法人税等   284     1,115     530     

６．ディリバティブ
債務 

  2,735     561     4,693     

７．賞与引当金   155     187     153     

８．その他   1,461     2,786     2,148     

流動負債合計     17,998 37.0   19,616 36.0   23,399 46.0 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債   600     200     200     

２．長期借入金 ※２ 19,905     23,346     16,765     

３．退職給付引当金   106     125     111     

４．その他   237     363     269     

固定負債合計     20,849 42.8   24,034 44.2   17,346 34.1 

負債合計     38,847 79.8   43,651 80.2   40,746 80.1 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     3,021 6.2   3,021 5.6   3,021   

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   2,945     2,945     2,945     

資本剰余金合計     2,945 6.1   2,945 5.4   2,945 5.8 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   80     80     80     

２．任意積立金   3,000     3,000     3,000     

３．中間（当期）未
処分利益 

  789     1,735     1,114     

利益剰余金合計     3,869 8.0   4,815 8.9   4,195 8.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1 0.0   4 0.0   3 0.0 

Ⅴ 自己株式     △33 △0.1   △33 △0.1   △33 △0.0 

資本合計     9,804 20.2   10,753 19.8   10,132 19.9 

負債資本合計     48,651 100.0   54,404 100.0   50,878 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     24,995 100.0   31,499 100.0   53,737 100.0 

Ⅱ 売上原価     13,100 52.4   15,002 47.6   27,741 51.6 

売上総利益     11,894 47.6   16,496 52.4   25,995 48.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    11,547 46.2   14,123 44.8   24,535 45.7 

営業利益     347 1.4   2,373 7.5   1,460 2.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１   278 1.1   424 1.4   567 1.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   282 1.1   417 1.3   633 1.2 

経常利益     344 1.4   2,380 7.6   1,395 2.6 

Ⅵ 特別利益 ※３   53 0.2   ― ―   54 0.1 

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６ 

  23 0.1   941 3.0   117 0.2 

税引前中間（当
期）純利益 

    373 1.5   1,438 4.6   1,332 2.5 

法人税、住民税及
び事業税 

  251     1,081     767     

法人税等調整額   △45 205 0.8 △424 656 2.1 △90 677 1.3 

中間（当期）純利
益 

    168 0.7   782 2.5   655 1.2 

前期繰越利益     621     952     621   

中間配当額     ―     ―     161   

中間（当期）未処
分利益 

    789     1,735     1,114   
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

  移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関係会社株式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

半製品…先入先出法による原

価法 

(3）たな卸資産 

半製品・製品…先入先出法に

よる原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

  原材料…先入先出法による原

価法 

同左   

  貯蔵品…最終仕入原価法     

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、法人税法に定

める定額法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、法人税法に定

める定額法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

  (2）無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用)につ

いては、社内における利用可能

期間(5年)に基づく定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支出に備

えるため、自己都合による中間

期末退職金要支給額から適格退

職年金資産を控除した残額の

100％相当額を計上しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支出に備え

るため、自己都合による期末退職

金要支給額から適格退職年金資産

を控除した残額の100％相当額を

計上しております。 

  (4)    ───── (4）投資評価引当金 

  子会社株式の価値の減少によ

る損失に備えるため、子会社の財

務状態の実情を勘案し、必要額を

見積計上しております。 

(4)    ───── 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

        

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ会計を採用してお

ります。 

 なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段及びヘッジ対象 (2）ヘッジ手段及びヘッジ対象 (2）ヘッジ手段及びヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ対象 

通貨オプション 外貨建買掛

金 

通貨スワップ 外貨建買掛

金 

金利スワップ 借入金 

   同左    同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入債務、外貨建金銭債務等

に対し、金利変動及び為替変動

のリスクをヘッジするものであ

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 当社が行っているヘッジ取引

は、当社のリスク管理方針に従

っており、為替相場及び金利の

変動によるヘッジ手段とヘッジ

対象との相関関係が完全に確保

されていることを確認しており

ます。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税は税抜

方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税は税抜

方式によっております。 
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会計処理の変更 

  

  

  

前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 

至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

前事業年度 

（自 2004年４月１日 

至 2005年３月31日） 

──────  (有形固定資産の減価償却方法) ────── 

   有形固定資産の減価償却の方法について

は、従来、定率法(ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)

は定額法)によっておりましたが、当中間会

計期間よりすべての有形固定資産について定

額法に変更しております。 

 この変更は、積極的な新店投資を見込む中

期経営計画(Ｇ200)策定にあたり有形固定資

産の使用状況や店舗の各設備が機能的に一体

となって長期安定的に使用され、設備投資の

効果や収益への貢献度合いが長期安定的に発

現すると見込まれるため、取得原価を耐用年

数にわたって均等配分することにより費用と

収益の対応を図り、経営実態をより的確に反

映するために実施したものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較

して減価償却費は296百万円減少し、売上総

利益は65百万円、営業利益、経常利益、税引

前中間純利益は296百万円増加しておりま

す。 

  

────── (固定資産の減損に係る会計基準)  ────── 

   当中間会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会2002年８月９日)) 及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会2003年10月31日企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が305百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、中間財

務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から

直接控除しております。 
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追加情報  

  

  

  

前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 

至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

前事業年度 

（自 2004年４月１日 

至 2005年３月31日） 

────── ──────  「地方税法等の一部を改正する法律」(2003

年法律第９号)が2003年３月31日に公布さ

れ、2004年4月1日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税が導入されたことに伴い、当

事業年度から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(2004年２月13日企業会計基

準委員会実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が92百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益が92百万円減少しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（2004年９月30日） 

当中間会計期間末 

（2005年９月30日） 

前事業年度末 

（2005年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累

計額 
  8,310 百万円            9,248 百万円          8,897 百万円 

※２．担保資産 

(イ)担保に供している資

産 

      

定期預金 

建物 

土地 

関係会社株式 

差入保証金 

計 

480 百万円 

204  

       2,550 

 7,872 

 533 

11,640 

       － 百万円 

      89   

        724   

        1,342   

      66   

        2,223   

       － 百万円

     93   

       724   

    5,881   

     72   

        6,772   

(ロ)上記物件に対応する

債務 

      

短期借入金 

長期借入金（一年以内

返済予定の長期借入金

を含む） 

計 

300 百万円 

 12,031 

 12,331 

       － 百万円 

         2,689   

         2,689   

         － 百万円

        3,785   

        3,785   

 ３．債務保証  ㈱ぎゅあんの金融機関からの借

入金及びリース会社からのリース

契約残高に対し、債務保証を行っ

ております。 

 ㈱ぎゅあんの金融機関からの借

入金及びリース会社からのリース

契約残高に対し、債務保証を行っ

ております。 

 ㈱ぎゅあんの金融機関からの借

入金及びリース会社からのリース

契約残高に対し、債務保証を行っ

ております。 

  借入金 555 百万円

リース残高  4 

借入金     266 百万円

リース残高     1   

借入金     395 百万円

リース残高     2   

   ㈱日本ウェンディーズの金融機

関からの借入金に対し、債務保証

を行っております。 

  なお、㈱ウェンコ・ジャパン

は、当中間会計期間において、㈱

日本ウェンディーズに商号変更い

たしました。 

 ㈱日本ウェンディーズのリース

会社からのリース契約残高に対

し、債務保証を行っております。 

 ㈱日本ウェンディーズのリース

会社からのリース契約残高に対

し、債務保証を行っております。 

   借入金 500 百万円

 リース残高 122 百万円

 リース残高    120 百万円  リース残高    129 百万円

    

 

   

  ㈱ＧＭフーズの金融機関から

の借入金に対し、債務保証を行

っております。 

 借入金 466 百万円 

  ㈱ＧＭフーズの金融機関から

の借入金に対し、債務保証を行

っております。 

 借入金 3,517 百万円 

    

 

   

  ㈱麺工房の金融機関からの借

入金に対し、債務保証を行って

おります。 

 借入金 34 百万円 

  ㈱麺工房の金融機関からの借

入金に対し、債務保証を行って

おります。 

 借入金 212 百万円 

    

 

   

  ㈱グローバルフーズの金融機

関からの関税・輸入消費税延納

保証に対し、債務保証を行って

おります。 

 保証債務 100 百万円 
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項目 
前中間会計期間末 

（2004年９月30日） 

当中間会計期間末 

（2005年９月30日） 

前事業年度末 

（2005年３月31日） 

 ４．当座貸越契約及び貸出

コミットメント 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント

を締結しております。 

 この契約に基づく当中間会計期

間末の借入金未実行残高は、下記

のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行２行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント

を締結しております。 

 この契約に基づく当中間会計期

間末の借入金未実行残高は、下記

のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行８行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント

を締結しております。 

 この契約に基づく当事業年度末

の借入金未実行残高は、下記のと

おりであります。 

    百万円

当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントの総額 

7,500

借入実行残高 1,800

差引額 5,700

  百万円

当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントの総額 

   1,300 

借入実行残高    300 

差引額         1,000 

  百万円

当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントの総額 

      7,300 

借入実行残高    5,300 

差引額 2,000 

※５．投資評価引当金  ────── 

  

  以下の科目から控除して表示

しております。 

  関係会社株式 588 百万円  

 ────── 
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（中間損益計算書関係） 

項目 

前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 

至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

前事業年度 

（自 2004年４月１日 

至 2005年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目       

受取利息 26 百万円       50 百万円 63 百万円 

受取配当金 139 147        242 

賃貸料収入  103   211       239 

  

※２．営業外費用の主要項目 

      

支払利息 177 百万円        198 百万円        372 百万円 

社債利息 3 2      5 

賃貸原価  89 197       211 

  

※３．特別利益の主要項目 

      

投資有価証券売却益 49 百万円 －      49 百万円 

  

※４．特別損失の主要項目 

      

固定資産除却損 16 百万円      40 百万円       47 百万円 

減損損失  － 305 － 

賃借物件解約損  1 －        1 

投資評価引当金   －  588    － 

  

 ５．減価償却実施額 

      

有形固定資産 

無形固定資産 

638 百万円 

 9 

       413 百万円 

14 

         1,325 百万円 

   20   

 ※６．減損損失 

  

 ─────    

  

 当社は、以下の減損損失を

計上しております。 

資産のグル－ピングは、主と

して店舗単位とし、賃貸資産は

物件ごとに、本社及び工場並び

に研修施設は共用資産として行

っております。このうち、営業

損益が悪化している店舗につい

て、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、減損損失305百万円

(土地106百万円、建物155百万

円、その他43百万円)を計上い

たしました。 

 なお、回収可能価額は使用価

値(割引率２％)と正味売却価額

(路線価を合理的に調整した価

額を使用)のいずれか高い金額

を採用しております。 

用途 種類   金額 

直営店舗

17店舗他 

土地・ 

建物他 
305百万円 

 ─────    
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① リース取引 

項目 
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

 リース物件の

所有権が借主に

移転すると認め

られるもの以外

のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

区分 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械
及び
装置 

921 444 476 

その
他 

2,077 833 1,243 

合計 2,998 1,278 1,720 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

区分 

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万
円) 

機械
及び
装置 

835 473 － 361 

その
他 

2,857 1,028 17 1,811 

合計 3,692 1,502 17 2,173 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

区分 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械
及び
装置 

872 476 395 

その
他 

2,521 961 1,560 

合計 3,394 1,438 1,956 

  ２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

  

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

    未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  

  １年内 522百万円

１年超 1,207 

合計 1,730 

１年内      592百万円

１年超 1,620 

合計 2,212 

リース資産減

損勘定の残

高  

17 

１年内 551百万円

１年超 1,417 

合計 1,968 

  ３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

  支払リース料 270百万円

減価償却費相当額 258 

支払利息相当額 13 

支払リース料     342百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 

     － 

減価償却費相当額 316 

支払利息相当額 33 

減損損失 17 

支払リース料   590百万円

減価償却費相当額 563 

支払利息相当額 33 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

- 43 -



② 有価証券 

（前中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

前中間会計期間末（2004年９月30日） 

中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 7,560 14,631 7,071 

関係会社株式 － － － 

  

当中間会計期間末（2005年９月30日） 

中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 10,739 25,375 14,636 

関係会社株式 － － － 

  

前事業年度（2005年３月31日） 

貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 7,731 18,193 10,461 

関係会社株式 1,790 1,226 △563 
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（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 

至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

前事業年度 

（自 2004年４月１日 

至 2005年３月31日） 

１株当たり純資産額 727.20円

１株当たり中間純利益金額 12.46円

１株当たり純資産額  398.80円

１株当たり中間純利益金額     29.01円

１株当たり純資産額 751.50円

１株当たり当期純利益金額 48.59円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、希薄化を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

  当社は、2005年5月20日付で株式1株につき

2株の株式分割を行っております。 

  

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の上記記載の1株当たりの情報

につきましては、それぞれ以下の通りとなり

ます。 

  

   前中間会計期間    前事業年度 

１株当たり純資産額 

      363.60円

１株当たり純資産額 

      375.75円

１株当たり 

中間純利益金額 

 6.23円

１株当たり 

当期純利益金額 

24.29円

  

  
前中間会計期間 

(自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日) 

前事業年度 
(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 168 782 655 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（利益処分による役員賞与金） (-) (-) (-) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 168 782 655 

期中平均株式数（株） 13,482,657 26,965,142 13,482,630 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規定

に基づく新株予約権（ス

トックオプション）  

───── ───── 
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（重要な後発事象）  

  

  

  

前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 

至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

前事業年度 

（自 2004年４月１日 

至 2005年３月31日） 

──────  当社は、2005年９月２日開催の取締役会にお

いて、株式分割による新株式の発行を行う旨の

決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、次の通りでありま

す。   

 当社は、2005年３月３日開催の取締役会にお

いて、株式分割による新株式の発行を行う旨の

決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、次の通りでありま

す。   

  １.2005年11月18日付をもって2005年９月

30日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載された株主の所有普通株式１株

につき２株の割合をもって分割する。 

２.分割により増加する株式数 

            27,006,600株 

３.配当起算日 2005年10月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間および

前事業年度における１株あたり情報お

よび当該株式分割が当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間にお

ける１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

１.2005年５月20日付をもって2005年３月

31日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載された株主の所有普通株式１株

につき２株の割合をもって分割する。 

２.分割により増加する株式数 

            13,503,300株 

 ３.配当起算日 2005年４月１日 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株あ

たり情報および当該株式分割が当期首に

行われたと仮定した場合の当事業年度に

おける１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

  

  

前中間 

会計期間 

当中間 

会計期間 
  当事業年度 

１株当たり 

純資産額 

   181.80円

１株当たり 

純資産額 

199.39円

１株当たり 

純資産額 

   187.87円

１株当たり当

期純利益金額 

 3.12円

１株当たり当

期純利益金額 

14.50円

１株当たり当

期純利益金額 

12.15円

  前事業年度    当事業年度 

１株当たり 

純資産額 

      364.41円

１株当たり 

純資産額 

      375.75円

１株当たり 

当期純利益金額 

 22.60円

１株当たり 

当期純利益金額 

24.30円

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 
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